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2025 年９月 :ＺＥＨ・ＺＥＨ－Ｍの定義見直し
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〇２０３０年代後半に広く普及が期待される住宅として、３つの観点で新しい
ＺＥＨ・ＺＥＨ－Ｍの定義を検討した。

①２０５０年の目標達成を牽引する省エネ性能
②自家消費拡大措置を通じた住戸単位でのエネルギー自給率の向上
③ＺＥＨ Oriented・ＺＥＨ－Ｍ Oriented の適用条件の見直し

○ 新しい定義の名称:「GX ZEH」及び「GX ZEH-M」

〇GX ZEH シリーズとは（定性的な定義）
「外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システムの導入に
より、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生
可能エネルギー等を導入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロ
とすることを目指した住宅」

GX ZEH Oriented 
（多雪地域・都市部狭小地2に建築された住宅に限る）
※1 多雪地域とは、建築基準法で規定する垂直積雪量が 100cm 以上に該当する地域。
※2 都市部狭小地とは、北側斜線制限の対象となる用途地域等（第一種及び第二種低層住居専用地域、第一種及び
第二種中高層住居専用地域、田園住居地域並びに地方自治体の条例において北側斜線規制
が定められている地域）であって、敷地面積が 85 ㎡未満である土地。ただし、住宅が平屋建ての場合は 除く。



GX ZEH シリーズの判断基準（定量的な定義）
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＜再エネに関する事項＞
GX ZEH+ :再生可能エネルギー等を加えて、基準一次エネルギー消費量から115％以上の一
次エネルギー消費量削減

GX ZEH :同 100％以上 115％未満の一次エネルギー消費量削減

Nearly GX ZEH :同 75％以上 100％未満の一次エネルギー消費量削減

GX ZEH Oriented : 再生可能エネルギーの基準なし

・基準一次エネルギー消費量、設計一次エネルギー消費量の対象は暖冷房、換気、給湯、照明とする。
・ 再生可能エネルギーは全量買取ではなく、余剰電力の買取とすべきである。また、再生可能エネ ルギーを貯
めて発電時間以外にも使えるよう、蓄電池の活用が望まれる。

＜省エネに関する共通事項＞
①外皮性能は、断熱等性能等級６における UA値及びηAC値の基準を満たす
② 再生可能エネルギー等を除き、基準一次エネルギー消費量から 35％以上の一次
エネルギー消費量削減

イータ



GX ZEH シリーズの基準
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＜設備要件＞
○ 高度エネルギーマネジメント : 戸建住宅を対象に必須要件

・エネルギー計測装置（HEMS）により、再生可能エネルギーの発電量等を把握し
た上で、住宅内の冷暖房設備、給湯設備等を制御可能であること
・蓄電池の充電量・放電量を制御できること。

→将来的に住宅を束ねてVＰPを実現する布石か?

○ 定置用蓄電池
戸建住宅を対象に、定置用蓄電池の導入を必須要件とする。

高度エネルギーマネジメントによって蓄電池の充電量・放電量が制御できること。
→レジリエンスの 強化にもつながる

将来的にDRready要件 と連動し、電力の需給バランス最適へ

＜ 推奨事項＞
○ EV 充電／充放電設備
敷地内に駐車スペースを有する全ての戸建住宅においては、現に居住者がEVを保有していない場合であっても、当該住宅の

建築士は建築主に対して、EV 充電設備/V2H 充（放）電設備の導入検討にあたり必要な情報の説明を行うこと。

○ 再生可能エネルギー導入検討
GX ZEH Oriented の認定取得をする住宅において、個々の住宅における立地環境や屋根/ 建物形状等の諸条件を勘案

のうえ、当該住宅の建築士は建築主に対し再生可能エネルギー導入検討にあたり必要な情報の説明を行うこと。



新築戸建て住宅のＺＥＨ採用状況
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新築全体

2025 年5 月 ZＥＨ・ＺＥＨ－Ｍ委員会
「ＺＥＨ・ＺＥＨ－Ｍの普及促進に向けた今後の検討の方向性について」 p８

SII:ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
実証事業調査発表会 2024資料



＜参考＞事業者区分の定義



新築戸建て住宅のＺＥＨ採用状況
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建売

2025 年5 月 ZＥＨ・ＺＥＨ－Ｍ委員会
「ＺＥＨ・ＺＥＨ－Ｍの普及促進に向けた今後の検討の方向性について」 p９

住宅事業者の意思が反映されるので 差が大きく出ている

SII:ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
実証事業調査発表会 2024資料



ＺＥＨ 設計値と実績値の比較
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家電の含めて住宅のトータルなエネル
ギー収支を検討する時期に来た!

SII:ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス
実証事業調査発表会 2024資料

ＺＥＨ対象の消費エネルギーは大きく
削減

非対象で省エネ対策の行われない家
電等の消費は設計値よりも増加傾向
にある（実績値は約40%）

39.6% 39.4%



蓄電池の導入状況 (JEMA)
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出荷数は増加
容量も増加

マルチ型パワコンが主流
→ＰＶとセット利用がスタンダードに

ＰＶ＆ＢＴセットを前提にした
運用を 議論する時期に来た!

JEMA 蓄電池出荷統計



戸建て住宅におけるエネルギー（自家消費）の最適化
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①売電の最小化（自家消費率を高める）:系統への負荷抑制

②買電の 最小化（自給率を高める）:自宅の再エネ率を高める

自家消費率＝
１－売電量／発電量

（９２％）

自給率＝
１－買電量／消費電力量

（７５％）

kWh/年

発電 5000

消費 8000

kWh/年

発電 10000

消費 8000

ＰＶ容量を5kＷ程度にし、中規模の蓄電池で余剰電力を充電し、売電を最小限に抑制する

大容量のＰＶ、蓄電池を導入し、消費電力をできるだけＰＶ再エネでカバーできるようにする

モデルの想定:
全電化住宅（平均的）
おひさまエコキュート
①PV:5kW弱

BT:８kWh
②PV:10kW弱

BT:12kWh

電力会社の視点では①、住宅事業者の視点では②が 最適か?

状況に応じて広い視野に立った 対応が求められる

買電売電
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蓄電池で
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